


















































































































1918（T7） 救済事業調査会設置　米騒動　第一次世界大戦終結 ┬ ┬ │
東京府慈善協会救済委員制度，大阪府方面委員制度創設 │ │ │
1919（T8） 埼玉共済会福利委員制度，兵庫県救護視察員制度創設 │ │ │
1920（T9） 国際連盟成立（日本は常任理事国となる）　内務省社会局設立 │ │ │
青森共済会共済委員制度，横浜市・広島市・長崎市方面委員制度，京都府公同委員制度創設 │ │ │
1921（T10） 社会事業調査会設置　中央慈善事業協会（1908設立） →中央社会事業協会 │ │ │
岐阜県奉仕委員制度，滋賀県市町村自治協会保導委員制度創設 │ │ │
1922（T11） 北海道保導委員制度，福島県共済委員制度，石川県社会改良委員制度，静岡県方面委員制度創設 │ │ │
1923（T12） 関東大震災　群馬県伊勢崎町・新潟市・長野県・愛知県・三重県・香川県私立鶏鳴学館方面委員制度，│ │ │
高岡市方面調査委員制度，鳥取県共済委員制度，鹿児島県社会事業協会保導委員制度創設 │ │ │
1924（T13） 栃木県社会事業協会補導委員，宇部市・愛媛県・佐賀県社会事業協会方面委員制度創設 │ │ 社
1925（T14） 宮城県奉仕委員制度，山形県・福岡県方面委員制度創設 社 社 会
1926（T15・S1）盛岡市方面監察委員制度，茨城県方面委員制度，和歌山県社会匡済委員制度創設 会 会 事
1927（S2） 金融大恐慌　第１回全国方面委員会議　第一次山東出兵（日本軍） 事 事 業
秋田県・千葉県・山梨県・奈良県・徳島市・高知県・熊本市・大分県方面委員制度創設 業 業 │
1928（S3） 済南事件（第二次・第三次山東出兵／日本軍）　張作霖事件（満州某重大事件） │ │ │
福井県・島根県・宮崎県・沖縄県方面委員制度創設→47道府県全域に方面委員制度設立 │ │ │
1929（S4） 救護法制定　世界大恐慌　第２回全国方面委員大会　山東派遣軍撤退（日本軍） │ │ │
1930（S5） 救護法実施期成同盟会結成　救護法実施促進全国大会　農業恐慌 │ │ │
1931（S6） 救護法実施期成同盟会解散（二日後に方面委員の代表が上奏請願）　満州事変 │ │ │
1932（S7） 救護法施行　満州国建国　全日本方面委員連盟発足　農山漁村経済更生運動開始 │ │ ┼
1933（S8） 熱河への軍事侵攻（日本軍）　国際連盟脱退　第３・４回全国方面委員大会 │ │ │
1934（S9） 第５回全国方面委員大会　ワシントン軍縮条約破棄を米国政府に通告 │ │ │
1935（S10） 第６回全国方面委員大会　国体明徴に関する声明／閣議決定 ┼ │ │
1936（S11） ロンドン軍縮会議脱退　２・２６事件　第７回全国方面委員大会　方面委員令交付 │ │ 戦
1937（S12） 方面委員令施行　軍事扶助法（旧軍事救護法）　第８回全国方面委員大会　日中戦争 │ ┼ 時
恩賜財団軍人援護会設立の件（閣議決定） 戦 │ 厚
1938（S13） 厚生省設置　社会事業法公布　国家総動員法公布　第９回全国方面委員大会 時 戦 生
1939（S14） 銃後奉公会に関する件（設置要綱）　第10回全国方面委員大会　第二次世界大戦 厚 時 事
1940（S15） 第11回全国方面委員大会 紀元二千六百年記念社会事業大会 大政翼賛会設立 生 厚 業
1941（S16） 人口政策確立要綱　第12回全国方面委員大会　医療保護法施行　太平洋戦争 事 生 │
1942（S17） 聖業完遂全国方面委員報国大会　戦争生活確立運動要綱（全日本方面委員連盟） 業 事 │
1943（S18） 方面委員→銃後奉公会の「乙委員」（軍事保護院通牒） │ 業 │
1944（S19） 決戦非常措置要綱→防空体制の強化，空地利用の徹底，国民運動の展開等 │ │ │
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